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２Ｆ０９ 
コンソーシアムを介した中小企業の異業種参入とイノベーション 

 
○加藤 尚吾, 仙石 慎太郎（東京工業大学, 一般社団法人 BioL）,  

青山 朋樹（京都大学, 一般社団法人 BioL) 
 
 

日本には多種多様な中小企業が存在しており、新産業の創造や地域経済の活性化の要とされている。そのな

かには国際的な競争力を有する技術ベースやコンピタンスを有する企業も多く、それらを基に幅広い業種に展

開することも少なくないが、異分野における事業開発のケイパビリティは脆弱である。そこで、産学公の連携を推

進する施策の一環として形成・運営されているコンソーシアム事例に着目し、中小企業の異業種参入と事業開

発、とりわけ先端科学技術分野への参入・開発場面における、コンソーシアムが果たしうる機能について考察し

た。結果、かかるコンソーシアムの設置・運営と、参画企業による能動的な活用を通じて、参入機会の提

供、価値の形成及びその発信場面における新規参入に伴う障壁を緩和しうることが示唆された。 
 
 
1. 背景・目的 
産学公の連携を推進する施策の一環として、多くの

コンソーシアムが形成・運営されている．Hawkins 
（1999）によれば、コンソーシアムとは、複数の企業・

組織・個人による提携をいう[1]。またその特徴として、

技術開発や市場開拓など、明確な目標や課題が設

定され、そのための運営がなされることが一般的であ

る。 
 これらコンソーシアムに関する技術経営視座からの

先行研究としては、日本の研究開発コンソーシアム

の組織論を扱ったもの[2]、コンソーシアムが技術標

準化に与える意義と効用を調査したもの[1,3]、特許

をはじめとする知的財産の管理を扱ったもの[4]等が

あるが、 昨今では、学際研究や異分野融合を促進

するための施策、いわゆるベンチャー企業等の成長

型中小企業を効果的に創成する装置としても着目さ

れている[5,6] 
事実、日本には多種多様な中小企業が存在して

おり、新産業の創造や地域経済の活性化の要とされ

ている[7]。国際的な競争力を有する技術ベースやコ

ンピタンスを有する企業も多く、それらを基に幅広い

業種に展開することも少なくない。しかしながら、新規

事業展開を行った中小企業への事業評価のアンケ

ートによると、およそ半数が成功評価を下せておらず、

異分野における事業開発のケイパビリティは脆弱で

あることを裏付けている[8]。とりわけ先端科学技術分

野においては、科学技術の不確実性や、いわゆる

「専門性の壁」、知識ベースの不足等の理由により、

往々にして中小企業の参入機会は限定される傾向

にある。 
ここで掲げる課題認識に近接する研究としては、

中小企業による産学連携の活用のあり方があるが、

これらの殆どは企業と大学間の一対一の関係性に基

づいており、大学から企業への技術移転に着目した

ものがほとんどである。コンソーシアムや技術移転機

関（TLO）のあり方に着目した研究としては、これらを

含む中間機関の調査に基づく類型化が試みられて

いるが[9]、事例に基づく検証が待たれている状態で

ある。とりわけ、産学のみならず産産の関係性をも捉

えた検討視角の設定を持つ先行研究事例はほとん

ど存在しない。 
 以上を踏まえ、本研究では、中小企業の異業種参

入と事業開発、とりわけ先端科学技術分野への参

入・開発場面における、コンソーシアムが果たしうる機

能に着目する。事例としては、昨今注目が集まる幹

細胞・再生医療分野のコンソーシアムを扱い、その意

義と効用を検証する。 
 
2. 研究対象・方法 
本研究では、単一事例の事例研究に基づき、コンソ

ーシアムが関与する中小企業の異業種参入・新規事

業設立の実態を観察し、コンソーシアムと企業間に

おける付加価値の提供のあり方を検証する。コンソー

シアムの事例としては、筆者らが立ち上げた幹細胞

搬送システム開発コンソーシアム（以下「BioL コンソ

ーシアム」とする。）を採用する。企業の事例としては、

BioL コンソーシアムの草創期からの参画企業であり、

BioL コンソーシアムを活用して新規事業の立ち上げ

に至った、柴又運輸株式会社（以下「柴又運輸」と略

す。）を採用する。 
 研究のためのデータは、なるべく多数のデータ元か

ら事象を観察することを心掛け、新聞・web 記事等の

公刊資料、コンソーシアムの内部資料、コンソーシア

ムの参画企業を対象とした年 1 回のアンケート調査 3
回分、関係者に対するインタビューから収集した。 

本発表の構成は下記の通りである。まず、BioL コ

ンソーシアムと柴又運輸の概要と沿革を解説する。

次いで、参入機会の提供、価値の形成及び価値の
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発信の 3 つのフェーズに分割し、各フェーズにおける

BioL コンソーシアムと企業間の協業の実態を、BioL
コンソーシアム及び柴又運輸の視角から観察する。

そのうえで、両者の間の価値貢献の内容とそのメカニ

ズムを検証する。最後に、本課題におけるコンソーシ

アムの組成と運用のあり方を考察する。 
 
3. 事例の概要 
3.1. BioL コンソーシアム 
BioL コンソーシアムは、幹細胞やその由来製品の搬

送において、至適条件に対応し（for MATERIALS） 、

細 胞 製 造 企 業 の 必 要 条 件 を 満 た し （ for USER 

NEEDS ） 、 か つ 規 制 ・ 行 政 に 対 応 し た （ for 
REGULATION）製品開発を行うことを目的に、2013
年 10 月に特定非営利活動法人の一事業として設立

された。ここで幹細胞とは、ES/iPS 細胞などの多能性

幹細胞や間葉系幹細胞などの体性幹細胞をいい、

増殖能と分化能を有する細胞の総称である。これら

の細胞は、押しなべて外部環境の変化や刺激に敏

感であり、一般的な細胞と比べて慎重な対応が求め

られる。 
 BioL コンソーシアムの設立にあたっては、先立って

京都大学と企業の間で実施されていた産学連携研

究が母体となっている。一方で、その立ち上げのプレ

スリリース記事をもとに参画した企業も少なからず存

在し、柴又運輸はその一社である。BioL はこれまで

に計 4 期に亘り活動を展開しており、2014 年 2 月に

はプロトタイプ製品の発表[10]がなされた。また、バイ

オ・再生医療分野の展示会において、これまでに計

4 回の展示発表を行っている。2015 年 5 月には一般

社団法人 BioL（京都府京都市）が設立され、独立し

た法人格となった。 
 
3.2. 企業事例：柴又運輸株式会社 
柴又運輸は 1963 年に有限会社柴又運輸として東京

都江戸川区に設立され、一般貨物の運送事業を開

始した（後に株式会社に改組）。2013 年 8 月期の売

上高は 27 億円、従業員数 150 名で、東京と大阪を

中心に国内に 8 営業所を構えている。多種多様な事

業者が犇く運送業において、柴又運輸の強みは長ら

くアパレル関連製品の配送であった[11]。一方で、そ

の強みを活かした新たな事業分野の開拓を模索し続

けており、とりわけ医療やバイオ分野はその有力候補

であった。例えば、2012 年 4 月に 株式会社創晶（本

社：大阪府吹田市 安達宏昭社長）と業務提携を行

い、タンパク質結晶輸送サービス「シバックス・クリスタ

ル・ライン」を開始している。 
 柴又運輸にとって、iPS 細胞の発明以降とかく注目

を集めた幹細胞・再生医療分野は関心領域の一つ

であった。そのような状況のなか、2013年9 月にBioL
コンソーシアム設立のプレスリリースが業界紙に記事

掲載された[12]ことを契機に、BioL コンソーシアムへ

の入会を決定し、第 1 期から活動を開始した。その後、 
「シバックス・クリスタル・ライン」の発展形である「シバ

ックス・メディカル・ライン」を開発、iPS 細胞などの再

生医療関連輸送サービスにも挑戦する旨を自社 HP
内にて発表した。その後、未分化 iPS 細胞を用いた

輸送テストを実施し、2014 年 8 月より分化および未分

化 iPS 細胞の実輸送及び営業輸送を開始するに至

った。2016 年 9 月現在も同企業は BioL コンソーシア

ムにおける主体的な活動企業のうちの 1 社である。 
 
4. 結果 
4.1. 参入機会の提供 
まず我々は、幹細胞・再生医療分野への異業種か

らの参入機会の提供という点で、BioL コンソーシ

アムの貢献度について調査した。 
医療目的の幹細胞および由来細胞の搬送には

特定の搬送容器が必要であり、経済産業省のガイ

ドライン [13] 、世界保健機関（ World Health 
Organization；WHO）のガイダンス[14]等で規定さ

れている。WHO のガイダンスによれば、直接細

胞を入れる一次容器、一次容器を外部環境から遮

断する二次容器、外部衝撃を吸収する外装容器か

らなる三重の包装手法が規定されている。また、

細胞の安全性を図るために、搬送容器は無菌性の

維持や衝撃吸収だけでなく、定温維持、定ガス濃

度維持、UV 遮断、セキュリティ対策等、多岐の

機能を有していることが求められる[15]。さらに、

搬送容器のみならず、出荷・入荷時の受け渡し方

法、搬送中のモニタリング、トレーサビリティ、

搬送員のトレーニング、リスク管理体制の構築も、

搬送システムには不可欠である。よって、搬送シ

ステムの開発には、幅広い分野の要素技術を結集

することが必要である。 
上述の要求に対し、BioL コンソーシアムがどの

程度対応できているかを検証するため、コンソー

シアムへの参画企業の業種構成に関する調査を

行った（表 1）。その結果、医療業界の企業だけで

なく、幅広い業界からの参画があったことが確認

された。加えて、これら企業群の業界分布は、上

述の諸要件を満足していること、すなわち、BioL
コンソーシアムの組成目的に合致していること

が示唆された。ちなみに、幾つかの企業は実施期

を跨ぎ継続的に参画していることから、BioL コン

ソーシアムに対して一定のコミットメントを発

揮していると考えられた。 
これら参画企業の一社である柴又運輸の状況

も、上述の観測結果を支持している。冒頭で述べ

た通り、柴又運輸は自社のサービスである「シバ

ックス・クリスタル・ライン」を通じて、ワゴン

車によるタンパク質試料の輸送を手掛けていた。
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振動や温度条件等に関する試験を繰り返し、顧客

からも良好な評価を得ていた。その一方で、他の

バイオ医療事業分野への展開を企図していた。そ

の中でも、iPS 細胞の発見等で注目が集まる再生

医療分野は関心の的であり、参入の機会を模索し

ていたものの、有効な接点を見いだせずにいた。

そのようななか、2013 年 9 月のプレスリリース記

事を発見した。柴又運輸の業容と合致すること、

BioL コンソーシアムが本拠を置く関西に事業開

発の拠点を有していたこと等もあり、記事中の情

報を頼りに BioL コンソーシアム事務局にコンタ

クトを取り、参加意向を伝えた。10 月に開催され

た発足会議には、代表取締役社長自らが出席し、

経営トップの意思を表明するとともに、BioL コン

ソーシアムの活動に主体的に関与していくこと

を確約するに至った。 
 
4.2. 価値の形成 
次に我々は、BioL コンソーシアムが参画企業に対

して、その事業開発にどのような価値貢献をして

きたかを観測するため、参画企業に対するコンソ

ーシアム内の協業状況についてのアンケートを 3
度に亘り行った。 
 協業機会の提供の可能性について、参画企業間

の協業状況の度数（協業の件数の変化）をみたと

ころ、図 1 に示されるように継時的な増加が確認

され、とりわけ BioL コンソーシアムの開始時点

と半年経過後以降との間で有意に増加している

ことが確認された。同様に、参画企業間の協業の

質においてもコンソーシアムの開始時点とそれ

以降を比較した場合に、情報交換の間柄にあるだ

けでなく、共同研究・開発を行う企業の割合が増

加していることが判明した（図 2）。参画企業のほ

とんどは参画以降に他企業との接点を持ちえた

ことを踏まえれば、BioL コンソーシアムにおける

活動を通じて、参画企業間の協業が促されたと考

えられる。すなわち、最終製品・サービスの創出

は参加企業に委ねられるものの、そこに至るまで

の産学あるいは産産のコミュニケーションを、

BioL コンソーシアムは有意に媒介することで一

表 1 コンソーシアム内の企業参加・脱退状況 

 
 

図 1 コンソーシアム内の協業の量の変化 

 
図 2 コンソーシアム内の協業の質の変化 
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定の価値提供を果たしたと考えられる。 
 柴又運輸の事例観察の結果もこの傾向を支持

している。柴又運輸はまず、自社内および BioL コ

ンソーシアムでの活動の成果をもとに、「シバッ

クス・クリスタル・ライン」のサービス拡充に着

手した。結果、2014 年 1 月に専用車両を大阪営業

所に導入し、同車両を「シバックス・メディカル・

ライン」と命名し、タンパク質結晶輸送サービス

のほか、iPS 細胞などの再生医療関連輸送サービ

スにも挑戦する旨を公表するに至った。同時に、

BioL コンソーシアムでの活動を通じて、とりわけ

関係する研究機関や他参加企業との交流に尽力

してきた。このことは、BioL コンソーシアムの他

会員企業との共同開発案件や、研究機関との協働

による輸送試験案件として具現化するに至って

いる。 
 
4.3. 価値の発信 
最後に我々は、掲載された価値の発信段階におけ

る BioLコンソーシアムの対外活動を調査した（表

2）。結果、以下の 3 つの特長的な対応がみられた。 
第一に、BioL コンソーシアムの活動はプレスリ

リースや専門誌の記事掲載等を通じて的確に広

報されている点が挙げられる。BioL コンソーシア

ムは 2013 年 9 月と 2014 年 2 月の 2 度のプレスリ

リースを行っており、いずれも業界誌や地方誌に

記事掲載されている。能動的な取り組みと共に、

幹細胞分野における京都大学のプレゼンスや iPS
細胞に関するノーベル生理学・医学賞受賞等の好

影響が、媒体への露出機会を後押ししたと考えら

れる。第二に、BioL コンソーシアムは、関連学協

会や展示会でのブース出展等の展示活動を通し

て、開発したプロトタイプの搬送容器や参画企業

の要素技術を対外的に発信してきている。展示内

容は参画企業の開発成果物が主であったことか

ら、とりわけ外部の関連企業や公的機関との交流

機会を、参画企業に対して仲介する役割を担った

と考えられる。 第三に、BioL コンソーシアムは、

国内外の関連学協会での学術発表も行っている。

このことは、開発成果物を、参画企業の潜在顧客

である大学・公的機関の臨床家に解説する役割を

担ったと同時に、コンソーシアムや参画企業に対

する信用を補完する効果を発揮したと考えられ

る。 
柴又運輸も、上述の BioL コンソーシアムの対

外活動を、自社の広報や渉外活動に積極的に活用

してきた。とりわけ、展示会においては、参画企

業の一社として主体的に関与してきた。加えて、

業界誌による取材（2014 年 3 月）、公的助成への

応募、見本市（Medical Japan）における企業展示

（2015 年 2 月）等の機会においても、BioL コン

ソーシアムの会員であること、及びその活動意義

について言及している。 
 
5. 考察 
前節で検証の通り、BioL コンソーシアムは、参入

機会の提供、価値の形成、価値の発信のそれぞれ

のフェーズにおいて、その参画企業に対する価値

貢献を果たしてきたことが確認された。また、事

例として取り上げた柴又運輸は、BioL コンソーシ

アムを各フェーズにおいて積極的に活用するこ

とにより、幹細胞搬送事業への新規参入に伴う障

壁を緩和することができた。尤も、これら BioL コ

ンソーシアムの提供価値は、その参画企業の活動

成果に得るところも大であることを考えれば、一

方的なものではなく、参画企業との間の相互依存

的な価値の発揮であったといえる。 
BioL コンソーシアムの価値貢献はどのような

要因に基づいているのだろうか。第一に、BioL コ

ンソーシアム内における、代表者・参画企業間の

交流が有意に促進されたことにより、設計思想や

ノウハウ等の非明示的な情報の移転を促し、参画

企業における開発に貢献したことが想定される。

このような活発な交流は、参画企業の業種が幹細

胞搬送システムの技術的要件をほぼ網羅してい

る一方、基本的に一業種一社の参画のため、競合

を意識した情報の秘匿を回避できたこと、また、

多くの参画企業による長期的なコミットメント

が機会主義的行動を抑制したことに起因してい

ると考えられる。 
 第二に、BioL コンソーシアムによる製品・サー

ビス及びシステム開発の方向付けが明確になさ

れたことが挙げられる。BioL コンソーシアムの代

表者は長らく京都大学において幹細胞・再生医療

の臨床応用やそのための搬送用機の開発に従事

しており、かかる課題とその克服方法に精通して

いた。また、技術経営の見地からもユーザーニー

ズや開発戦略の提示が明示的になされていた。こ

れらの情報は BioL コンソーシアムに固有のもの

表 2 主なプレスリリース・対外活動 
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であり、参画企業は活動を通じてそのアクセスを

確保し、自社の開発に活用する機会に恵まれた。 
 第三に、BioL コンソーシアムとしてのブランド

価値の形成もあろう。BioL コンソーシアムはその

設立当初からデザイナーによるロゴを設定し、こ

れを展示会における各参画企業の展示物や対外

広報資料に掲げるなど、集合体としてのブランデ

ィングに注力してきた。又、参画企業は BioL ブ

ランドを、BioL コンソーシアムのみならず自社の

広報活動においても任意に利用することができ

た。これらの利点は、とりわけ中小企業にとって

は、異業種参入時の信用補完の一助となったと考

えられる。 
 
6. 結びに代えて 
本研究では、コンソーシアムと中小企業における

価値貢献の内容と、中小企業がコンソーシアムを

活用することにより、異業種参入の際の障壁を緩

和するというメカニズムについて考察を行った。

しかしながら、単一事例による事例研究であるこ

とから、その一般化は必ずしも図れない。また、

BioL コンソーシアム自体が現在も進行中であり、

最終的な評価を下すのは尚早である。加えて、柴

又運輸のような中小企業が異業種参入の際の障

壁を緩和した要因に関しては、更なる考証が必要

である。これらの各点については、今後の BioL コ

ンソーシアムの参与観察や他のコンソーシアム

事例の検証を通じて明らかにしていきたい。 
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